
 

発達障害者支援法案要綱 

 

第一 総則 

 一 目的 

  この法律は、発達障害者の心理機能の適正な発達及び円滑な社会生活の促進のために発達障害の症状の発現後

できるだけ早期に発達支援を行うことが特に重要であることにかんがみ、発達障害を早期に発見し、発達支援を

行うことに関する国及び地方公共団体の責務を明らかにするとともに、学校教育における発達障害者への支援、

発達障害者の就労の支援、発達障害者支援センターの指定等について定めることにより、発達障害者に対し生活

全般にわたる支援を図り、もってその福祉の増進に寄与することを目的とするものとすること。 

 二 定義 

 １ この法律において「発達障害」とは、自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注

意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能の障害であってその症状が通常低年齢において発現するものとして

政令で定めるものをいうものとすること。 

 ２ この法律において「発達障害者」とは、発達障害を有するために日常生活又は社会生活に制限を受ける者を

いい、「発達障害児」とは、発達障害者のうち１８歳未満のものをいうものとすること。 

 ３ この法律において「発達支援」とは、発達障害者に対し、その心理機能の適正な発達を支援し、及び円滑な

社会生活を促進するため行う発達障害の特性に対応した医療的、福祉的及び教育的援助をいうものとすること。 

 三 国及び地方公共団体の責務 

 １ 国及び地方公共団体は、発達障害者の心理機能の適正な発達及び円滑な社会生活の促進のために発達障害の

症状の発現後できるだけ早期に発達支援を行うことが特に重要であることにかんがみ、発達障害の早期発見のた

め必要な措置を講じるものとすること。 

 ２ 国及び地方公共団体は、発達障害児に対し、発達障害の症状の発現後できるだけ早期に、その者の状況に応

じて適切に、就学前の発達支援、学校における発達支援その他の発達支援が行われるとともに、発達障害者に対

する就労、地域における生活等に関する支援及び発達障害者の家族に対する支援が行われるよう、必要な措置を

講じるものとすること。 

 ３ 発達障害者の支援等の施策が講じられるに当たっては、発達障害者及び発達障害児の保護者（親権を行う者、

未成年後見人その他の者で、児童を現に監護するものをいう。以下同じ。）の意思ができる限り尊重されなければ

ならないものとすること。 

 ４ 国及び地方公共団体は、発達障害者の支援等の施策を講じるに当たっては、医療、保健、福祉、教育及び労

働に関する業務を担当する部局の相互の緊密な連携を確保するとともに、犯罪等による発達障害者の被害等を防

止するため、これらの部局と消費生活に関する業務を担当する部局その他の関係機関との必要な協力体制の整備

を行うものとすること。 

 四 国民の責務 

  国民は、発達障害者の福祉について理解を深めるとともに、社会連帯の理念に基づき、発達障害者が社会経済

活動に参加しようとする努力に対し、協力するように努めなければならないものとすること。 

 第二 児童の発達障害の早期発見及び発達障害者の支援のための施策 

 一 児童の発達障害の早期発見等 

 １ 市町村は、母子保健法による１歳６か月児健康診査及び３歳児健康診査等を行うに当たり、発達障害の早期

発見に十分留意しなければならないものとすること。 

 ２ 市町村の教育委員会は、学校保健法による就学時の健康診断を行うに当たり、発達障害の早期発見に十分留

意しなければならないものとすること。 

 ３ 市町村は、児童に発達障害の疑いがある場合には、適切に支援を行うため、当該児童についての継続的な相

談を行うよう努めるとともに、必要に応じ、当該児童が早期に医学的又は心理学的判定を受けることができるよ



う、当該児童の保護者に対し、発達障害者支援センター、第三の二により都道府県が確保した医療機関その他の

機関（二１において「センター等」という。）を紹介し、又は助言を行うものとすること。 

 ４ 市町村は、１から３までの措置を講じるに当たっては、当該措置の対象となる児童及び保護者の意思を尊重

するとともに、必要な配慮をしなければならないものとすること。 

 ５ 都道府県は、市町村の求めに応じ、児童の発達障害の早期発見に関する技術的事項についての指導、助言そ

の他の市町村に対する必要な技術的援助を行うものとすること。 

 二 早期の発達支援 

 １ 市町村は、発達障害児が早期の発達支援を受けることができるよう、発達障害児の保護者に対し、その相談

に応じ、センター等を紹介し、又は助言を行い、その他適切な措置を講じるものとすること。 

 ２ 一４は、１の措置を講じる場合について準用するものとすること。 

 ３ 都道府県は、発達障害児の早期の発達支援のために必要な体制の整備を行うとともに、発達障害児に対して

行われる発達支援の専門性を確保するため必要な措置を講じるものとすること。 

 三 保育 

  市町村は、保育の実施に当たっては、発達障害児の健全な発達が他の児童と共に生活することを通じて図られ

るよう適切な配慮をするものとすること。 

 四 教育 

 １ 国及び地方公共団体は、発達障害児が発達障害のない者と共に学ぶことに配慮しつつ、発達障害児がその年

齢、能力及び障害の状態に応じ、十分な教育を受けられるようにするため、適切な教育的支援、支援体制の整備そ

の他必要な措置を講じるものとすること。 

 ２ 大学及び高等専門学校は、発達障害者の障害の状態に応じ、適切な教育上の配慮をするものとすること。 

 五 放課後児童健全育成事業の利用 

  市町村は、放課後児童健全育成事業について、発達障害児の利用の機会の確保を図るため、適切な配慮をする

ものとすること。 

 六 就労の支援 

 １ 都道府県は、発達障害者の就労を支援するため必要な体制の整備に努めるとともに、公共職業安定所、地域

障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター、社会福祉協議会、教育委員会その他の関係機関及び民間団

体相互の連携を確保しつつ、発達障害者の特性に応じた適切な就労の機会の確保に努めなければならないものと

すること。 

 ２ 都道府県及び市町村は、必要に応じ、発達障害者が就労のための準備を適切に行えるようにするための支援

が学校において行われるよう必要な措置を講じるものとすること。 

 七 地域での生活支援 

  市町村は、発達障害者が、その希望に応じて、地域において自立した生活を営むことができるようにするため、

発達障害者に対し、社会生活への適応のために必要な訓練を受ける機会の確保、共同生活を営むべき住居その他

の地域において生活を営むべき住居の確保その他必要な支援に努めなければならないものとすること。 

 八 権利擁護 

  国及び地方公共団体は、発達障害者が、その発達障害のため権利利益を害されることがないようにするため、

権利擁護のために必要な支援を行うものとすること。 

 九 発達障害者の家族への支援 

  都道府県及び市町村は、発達障害児の保護者が適切な監護をすることができるようにすること等を通じて発達

障害者の福祉の増進に寄与するため、児童相談所等関係機関と連携を図りつつ、発達障害者の家族に対し、相談

及び助言その他の支援を適切に行うよう努めなければならないものとすること。 

 第三 発達障害者支援センター等 

 一 発達障害者支援センター等 

 １ 都道府県知事は、次に掲げる業務を、社会福祉法人その他の政令で定める法人であって当該業務を適正かつ



確実に行うことができると認めて指定した者（以下「発達障害者支援センター」という。）に行わせ、又は自ら行

うことができるものとすること。 

(1) 発達障害の早期発見、早期の発達支援等に資するよう、発達障害者及びその家族に対し、専門的に、その相

談に応じ、又は助言を行うこと。 

(2) 発達障害者に対し、専門的な発達支援及び就労の支援を行うこと。 

(3) 医療、保健、福祉、教育等に関する業務（(4)において「医療等の業務」という。）を行う関係機関及び民間

団体並びにこれに従事する者に対し発達障害についての情報提供及び研修を行うこと。 

(4) 発達障害に関して、医療等の業務を行う関係機関及び民間団体との連絡調整を行うこと。 

(5) (1)から(4)までに掲げる業務に附帯する業務 

 ２ 発達障害者支援センターの役員若しくは職員又はこれらの職にあった者は、職務上知ることのできた個人の

秘密を漏らしてはならないものとすること。 

 二 専門的な医療機関の確保等 

 １ 都道府県は、専門的に発達障害の診断及び発達支援を行うことができると認める病院又は診療所を確保しな

ければならないものとすること。 

 ２ 国及び地方公共団体は、１の医療機関の相互協力を推進するとともに、１の医療機関に対し、発達障害者の

発達支援等に関する情報の提供その他必要な援助を行うものとすること。 

 第四 補則 

 一 民間団体への支援 

  国及び地方公共団体は、発達障害者を支援するために行う民間団体の活動の活性化を図るよう配慮するものと

すること。 

 二 国民に対する普及及び啓発 

  国及び地方公共団体は、発達障害に関する国民の理解を深めるため、必要な広報その他の啓発活動を行うもの

とすること。 

 三 医療又は保健の業務に従事する者に対する知識の普及及び啓発 

  国及び地方公共団体は、医療又は保健の業務に従事する者に対し、発達障害の発見のため必要な知識の普及及

び啓発に努めなければならないものとすること。 

 四 専門的知識を有する人材の確保等 

  国及び地方公共団体は、発達障害者に対する支援を適切に行うことができるよう、医療、保健、福祉、教育等

に関する業務に従事する職員について、発達障害に関する専門的知識を有する人材を確保するよう努めるととも

に、発達障害に対する理解を深め、及び専門性を高めるため研修等必要な措置を講じるものとすること。 

 五 調査研究 

  国は、発達障害者の実態の把握に努めるとともに、発達障害の原因の究明、発達障害の診断及び治療、発達支

援の方法等に関する必要な調査研究を行うものとすること。 

 第五 施行期日その他 

 一 この法律は、平成十七年四月一日から施行するものとすること。 

 二 その他所要の規定を整備すること。 


